
別表第１(第２条関係) 

(平１２規則１３１・平１２規則１４０・平１３規則９１・平１５規則３５・平１６規則５６・平１７規則５

３・平１８規則１３６・平１９規則１１８・平１９規則１３２・平１９規則１３９・平２０規則７０・一部改

正) 

生活関連施設 特定生活関連施設 

１ 建築物 

(１) 1 第一種医療施設 イ 医療法(昭和２３年法律

第２０５号)第１条の５第

１項に規定する病院 

ロ 医療法第１条の５第２項

に規定する診療所(患者の

収容施設を有するものに限

る。) 

ハ 医療法第２条第１項に規

定する助産所 

すべてのもの 

2 第一種保健福祉施設 イ 生活保護法(昭和２５年

法律第１４４号)第３８条

第１項に規定する保護施設

(更生施設、授産施設及び

宿所提供施設を除く。) 

ロ 児童福祉法(昭和２２年

法律第１６４号)第７条第

１項に規定する児童福祉施

設(助産施設、肢体不自由

児施設及び重症心身障害児

施設に限る。) 

ハ 母子及び寡婦福祉法(昭

和３９年法律第１２９号)

第３８条に規定する母子福

祉施設 

ニ 老人福祉法(昭和３８年

法律第１３３号)第五条の

３に規定する老人福祉施設

又は同法第２９条第１項に

規定する有料老人ホーム 

ホ 介護保険法(平成９年法

律第１２３号)第８条第２

５項に規定する介護老人保

健施設 

ヘ 身体障害者福祉法(昭和

２４年法律第２８３号)第

５条第１項に規定する身体

障害者社会参加支援施設

(盲導犬訓練施設及び視聴



覚障害者情報提供施設を除

く。) 

ト 福祉センター(地域住民

に対し社会福祉その他生活

の維持向上のための場を提

供する施設をいう。) 

チ 地域福祉センター(地域

における福祉活動の拠点と

して福祉サービスの提供等

を総合的に行う施設をい

う。) 

リ 健康管理センター(診療

施設と一体となって保健サ

ービスを総合的に行う施設

をいう。) 

ヌ 地域保健法(昭和２２年

法律第１０１号)第１８条

第１項に規定する市町村保

健センター 

ル 障害者自立支援法(平成

１７年法律第１２３号)第

５条第１２項に規定する障

害者支援施設 

ヲ 障害者自立支援法附則第

４１条第１項の規定により

なお従前の例により運営を

することができることとさ

れる同法附則第３５条の規

定による改正前の身体障害

者福祉法第５条第１項に規

定する身体障害者更生援護

施設 

3 第一種官公庁施設 イ 県庁、県民局、保健所又

は警察署 

ロ 市役所若しくは町村役場

又は支所 

ハ 税務署、公共職業安定

所、社会保険事務所又は法

務局 

4 文化教養施設 イ 図書館法(昭和２５年法

律第１１８号)第２条第１

項に規定する図書館 

ロ 博物館法(昭和２６年法

律第２８５号)第２条第１

項に規定する博物館 同法



第２９条に規定する博物館に

相当する施設その他これら

に類する施設 

5 公益施設 イ 公衆便所 

ロ 墓地、埋葬等に関する法

律(昭和二十三年法律第４

８号)第２条第７項に規定

する火葬場 

(２) 1 第二種医療施設 イ 医療法第１条の５第二項

に規定する診療所(患者の

収容施設を有しないものに

限る。) 

ロ あん摩マツサージ指圧

師、はり師、きゆう師等に

関する法律(昭和２２年法

律第２１７号)第９条の２

第１項に規定する施術所 

ハ 柔道整復師法(昭和４５

年法律第１９号)第２条第

２項に規定する施術所 

当該施設の用途に供する部分

の面積(建築物にあっては、

床面積。以下「用途面積」と

いう。)が１００㎡以上のも

の 

2 第二種保健福祉施設 イ 社会福祉法(昭和２６年

法律第４５号)第２条第２

項第七号に規定する授産施

設 

ロ 社会福祉法第２条第３項

第１１号に規定する隣保館 

ハ 生活保護法第３８条第１

項に規定する保護施設(更

生施設及び授産施設に限

る。) 

ニ 児童福祉法第７条第１項

に規定する児童福祉施設

(助産施設、肢体不自由児

施設及び重症心身障害児施

設を除く。)その他これに

類するもの 

ホ 売春防止法(昭和３１年

法律第１１８号)第３６条

に規定する婦人保護施設 

ヘ 身体障害者福祉法第５条

第１項に規定する身体障害

者社会参加支援施設(盲導

犬訓練施設及び視聴覚障害

者情報提供施設に限る。) 



ト 高齢者共同作業場(高齢

者に創作活動等を楽しむ場

を提供し、生きがいの増進

を図る施設をいう。) 

チ 心身障害者地域福祉作業

所(心身障害者に福祉的就

労の場を提供し、併せて作

業指導、生活訓練等を行う

施設をいう。) 

リ 精神障害者共同作業所

(精神障害者に作業及び生

活訓練の場を提供し、社会

適応能力の向上を図り、社

会復帰を促進する施設をい

う。) 

ヌ 障害者自立支援法第５条

第１項に規定する障害福祉

サービス事業(居宅介護、

重度訪問介護及び行動援護

を行う事業を除く。)を行

う施設 

ル 障害者自立支援法第５条

第２１項に規定する地域活

動支援センター 

ヲ 障害者自立支援法第５条

第２２項に規定する福祉ホ

ーム 

ワ 障害者自立支援法附則第

４８条の規定によりなお従

前の例により運営をするこ

とができることとされる同

法附則第４６条の規定によ

る改正前の精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律

(昭和２５年法律第１２３

号)第５０条の２第１項に

規定する精神障害者社会復

帰施設(精神障害者授産施

設及び精神障害者福祉工場

に限る。) 

カ 障害者自立支援法附則第

５８条第１項の規定により

なお従前の例により運営を

することができることとさ

れる同法附則第５２条の規



定による改正前の知的障害者

福祉法(昭和３５年法律第

３７号)第５条第１項に規

定する知的障害者援護施設

(知的障害者通勤寮を除

く。) 

3 第二種官公庁施設 イ (１)の項3に掲げる施設以

外の官公庁施設(他の項に

掲げる施設に該当するもの

を除く。) 

ロ 第１６条各号に掲げる者

の事務所 

4 教育施設 イ 学校教育法(昭和２２年

法律第２６号)第１条に規

定する学校の施設 

ロ 学校教育法第１２４条に

規定する専修学校、同法第

１３４条第１項に規定する

各種学校その他これらに類

するものの施設 

5 集会施設 イ 集会場、公会堂、社会教

育法(昭和２４年法律第２

０７号)第２０条に規定す

る公民館その他これらに類

するもの 

ロ 研修施設 

(３) 1 興行施設 劇場、観覧場、映画館又は演

芸場 
用途面積が１００㎡以上のも

の 

2 遊技施設 まあじやん屋、ぱちんこ屋、

ゲームセンター、カラオケボ

ックス、ビリヤード場その他

これらに類するもの 

3 スポーツ施設 体育館、水泳場、ボーリング

場、スケート場、スキー場、

クラブハウス、スポーツ練習

場その他これらに類するもの 

4 物品販売店舗 百貨店、マーケットその他物

品販売業を営む店舗 

5 飲食店舗 食堂、レストラン、喫茶店そ

の他これらに類するもの 

6 サービス業店舗 イ 理容師法(昭和２２年法

律第２３４号)第１条の２

第３項に規定する理容所 

ロ 美容師法(昭和３２年法



律第１６３号)第２条第３項

に規定する美容所 

ハ 公衆浴場法(昭和２３年

法律第１３９号)第１条第

１項に規定する公衆浴場 

ニ クリーニング取次店又は

貸衣装屋 

ホ 旅行業法(昭和２７年法

律第二２３９号)第２条第

１項に規定する旅行業を営

む店舗 

ヘ ガス事業法(昭和２９年

法律第５１号)第２条第１

項に規定する一般ガス事業

を営む店舗 

ト 電気事業法(昭和３９年

法律第１７０号)第２条第

１項第１号に規定する一般

電気事業を営む店舗 

チ 電気通信事業法(昭和５

９年法律第８６号)第９条

に規定する電気通信回線設

備を設置して電気通信役務

を提供する電気通信事業を

営む店舗 

リ 銀行法(昭和５６年法律

第５９号)第２条第１項に

規定する銀行の店舗 

ヌ 長期信用銀行法(昭和２

７年法律第１８７号)第２

条に規定する長期信用銀行

の店舗 

ル 日本銀行法(平成９年法

律第８９号)に基づく日本

銀行の店舗 

ヲ 信用金庫法(昭和２６年

法律第２３８号)に基づく

信用金庫の店舗 

ワ 労働金庫法(昭和２８年

法律第２２７号)に基づく

労働金庫の店舗 

カ 農林中央金庫法(平成１

３年法律第９３号)に基づ

く農林中央金庫の店舗 

ヨ 株式会社商工組合中央金



庫法(平成１９年法律第７４

号)に基づく株式会社商工

組合中央金庫の店舗 

タ 農業協同組合法(昭和２

２年法律第１３２号)に基

づく農業協同組合の店舗 

レ 水産業協同組合法(昭和

２３年法律第２４２号)第

２条に規定する水産業協同

組合の店舗 

ソ 中小企業等協同組合法

(昭和２４年法律第１８１

号)第３条第２号に規定す

る信用協同組合の店舗 

ツ 株式会社日本政策金融公

庫法(平成１９年法律第５

７号)に基づく株式会社日

本政策金融公庫の店舗 

ネ 金融商品取引法(昭和２

３年法律第２５号)第２条

第９項に規定する金融商品

取引業者の店舗 

ナ 質屋営業法(昭和２５年

法律第１５８号)第１条第

２項に規定する質屋の店舗 

ラ 貸金業法(昭和５８年法

律第３２号)第２条第一項

に規定する貸金業を営む店

舗 

ム 郵便局株式会社法(平成

１７年法律第１００号)第

２条第２項に規定する郵便

局 

ウ その他これらに類するサ

ービス業を営む店舗 

7 宿泊施設 旅館業法(昭和２３年法律第

１３８号)第２条に規定する

旅館業(下宿営業を除く。)を

営む施設 

8 展示施設 展示場、資料館その他これら

に類するもの 

9 観光施設 展望所、休憩所又は案内所施

設(社寺及び史跡を除く。) 

10 自動車車庫 一般の用に供される駐車施設



(駐車場法施行令(昭和３２年

政令第３４０号)第１５条の

規定により国土交通大臣が認

める特殊な装置のみを用いる

もの(以下この表及び別表第

２において「機械式駐車場」

という。)を除く。) 

(４) 1 事務所 事務所(他の項に掲げる施設

に該当するものを除く。) 
用途面積が３，０００㎡以上

のもの 

2 工場等 工場、研究所、卸売市場その

他これらに類するもの 

(５) 1 共同住宅 共同住宅その他これに類する

もの 
用途面積が２，０００㎡以上

のもの 

2 寄宿舎 寄宿舎その他これに類するも

の 

(６) 公共交通機関の施設 イ 鉄道事業法(昭和６１年

法律第９２号)第８条第１

項に規定する停車場(建築

物に該当するものに限

る。) 

ロ 軌道法施行規則第９条第

１項第１１号に規定する停

留場(建築物に該当するも

のに限る。) 

ハ 自動車ターミナル法(昭

和３４年法律第１３６号)

第２条第６項に規定するバ

スターミナルその他これ類

するもの(建築物に該当す

るものに限る。) 

ニ 港湾法(昭和２５年法律

第２１８号)第２条第５項

第７号に規定する旅客施設

(建築物に該当するものに

限る。) 

ホ 空港法(昭和３１年法律

第８０号)第２条に規定す

る空港の旅客取扱施設(建

築物に該当するものに限

る。) 

すべてのもの 

(７) 複数構成施設の共用部分 (１)の項から(６)の項までの

うち２以上の項に掲げる施設

(以下この表において「構成

施設」という。)で構成され

構成施設の用途面積に共用部

分の面積を加えた面積が３，

０００㎡以上のものの当該共

用部分 



る施設(共用部分に直接地上

へ通ずる出入口を有するもの

に限る。)の当該共用部分 

２ 建築物以外の公共交通機関の施設 

建築物以外の公共交通機関の施設 イ 鉄道事業法第８条第一項

に規定する停車場(建築物

に該当するものを除く。) 

ロ 軌道法施行規則第９条第

１項第１１号に規定する停

留場(建築物に該当するも

のを除く。) 

ハ 自動車ターミナル法第２

条第６項に規定するバスタ

ーミナルその他これに類す

るもの(建築物に該当する

ものを除く。) 

ニ 港湾法第２条第５項第７

号に規定する旅客施設(建

築物に該当するものを除

く。) 

ホ 空港法第２条に規定する

空港の旅客取扱施設(建築

物に該当するものを除

く。) 

すべてのもの 

３ 道路 

(１) 道路法による道路 道路法(昭和２７年法律第１

８０号)第２条第１項に規定

する道路(専ら自動車の交通

の用に供する道路を除く。) 

すべてのもの 

(２) 開発等により整備される道路 イ 都市計画法第２９条の規

定による許可を受けてする

開発行為に基づく道路 

ロ 土地区画整理法第４条第

１項又は第１４条第１項の

規定による認可を受けて施

行する土地区画整理事業に

基づく道路 

ハ 岡山県県土保全条例第五

条第１項の規定による許可

を受けてする開発行為に基

づく道路 

すべてのもの 

４ 公園等 

(１) 都市公園等 イ 都市公園法(昭和３１年

法律第７９号)第２条第１

すべてのもの 



  

備考 １の部(２)の項から(５)の項まで並びに４の部(３)の項及び(４)の項について、１の項において２以上の施設種目

に該当する施設の用途面積は、当該施設種目に係る用途面積を合計した面積とする。 

  

項に規定する都市公園 

ロ 児童福祉法第４０条に規

定する児童遊園 

(２) 自然公園等 イ 自然公園法(昭和３２年

法律第１６１号)第２条第

１号に規定する自然公園 

ロ キャンプ場 

ハ 社寺又は史跡で一般の観

覧の用に供する施設 

すべてのもの 

(三) 開発等により整備される公園 イ 都市計画法第２９条の規

定による許可を受けてする

開発行為に基づく公園 

ロ 土地区画整理法第４条第

１項又は第１４条第１項の

規定による認可を受けて施

行する土地区画整理事業に

基づく公園 

ハ 岡山県県土保全条例第５

条第１項の規定による許可

を受けてする開発行為に基

づく公園 

用途面積が２，５００㎡以上

のもの 

(４) その他公園 イ 動物園又は植物園 

ロ 遊園地その他これに類す

るもの 

用途面積が２，５００㎡以上

のもの 

５ 路外駐車場 

路外駐車場 駐車場法(昭和３２年法律第

１０６号)第２条第２号に規

定する路外駐車場(都市計画

法第４条第２項の都市計画区

域内に設置されるもので駐車

料金を徴収するもの(機械式

駐車場を除く。)に限る。) 

用途面積が５００㎡以上のも

の 


